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○今野センサス統計調整官 それでは、定刻となりましたので、ただいまより第４回農林

業センサス研究会を開催いたします。委員の皆様方におかれましては、大変ご多忙の中ご

出席いただきまして、まことにありがとうございます。また、前回に続きまして遅い時間

帯での開催にもかかわらずご出席いただきまして、重ねて御礼を申し上げたいと思います。 

 本日は、吉田委員におかれましては、所用によりまだお見えになっておりませんが、間

もなくお見えになる予定となっております。 

 それでは、初めに本日配付しております資料についてでございます。お手元にお配りし

ております資料の一番上に議事次第がございますが、その２枚目をごらんになっていただ

きたいと思います。本日の資料といたしまして、資料１から資料８の２番まで。そして、

結果表の案ということで２種類、参考資料としてつけております。資料の漏れや不備な点

等がございましたら、大変恐れ入りますが、お気づきになりました際に事務局までお知ら

せ願えればと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これより議事に入りたいと思います。小田切座長、よろしくお願いいたしま

す。 

○小田切座長 それでは最後の研究会の予定でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 本日はこれまでの研究会における議論を踏まえて、議題の（４)になりますが、2015 年

農林業センサスの実施計画概要について、これを中心に議論してまいりたいと思います。

前回に引き続きまして、調査票、調査項目の検討、あるいは議題の１になりますが、農林

業経営体の定義等についても議論し、さらに東日本大震災被災地域における対応、これも

議題として十分議論したいということでございます。時間が限られておりますので、ご協

力をどうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元の議事次第に沿いまして、議題に入っていきたいと思いますが、まず

第１の議題であります農林業経営体の定義について、これは矢口補佐でしょうか、ご説明

をお願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 まず農林業経営体の定義につきまして、

資料１でご説明いたします。 

 主に 2005 年に導入しました農業の物的指標についてご確認をいただきたいと思います。

この導入までの経緯につきましては、１にあるとおり 1990 年に農家を販売農家と自給的

農家に区分いたしまして、自給的農家は簡略した調査票で実施しております。販売農家の
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基準を経営耕地面積 30 アールとしまして、畜産や施設園芸などは 30 アール規模の土地利

用型農業に相当する農産物販売金額 50 万円以上という例外規定を設けております。2000

年の統計審議会の部会審議では、「安定的、継続的に販売農家を捉えることに加えて、販

売農家の判定の際に、簡略調査票の自給的農家に逃げ込むことがないよう調査客体の主観

に委ねられる農産物の販売金額について経営規模を物量ベースで示す必要がある。」と物

的指標の検討の必要性が示唆されまして、統計委員会の答申では次回センサスに向けて物

的指標の導入の検討との指摘を受けております。 

 ２ページです。この答申を受けまして、2005 年センサスで経営体概念の導入の際、物

的指標を導入してきました。販売金額 50 万円に相当する物的指標としまして、農業経営

統計の３カ年平均を用いて、（２）の表にあるとおり部門ごとに設定しております。 

 ３ページですが、2010 年のセンサス結果による例外規定農家の捕捉状況というのを見

てみますと、表のとおり経営耕地面積が 30 アール未満であるといった例外規定販売農家

２万 3,835 戸の主位部門ごとの捕捉状況ということでございます。 

 販売農家で物的指標を満たさなかった農家 4,234 戸ということでございまして、2010

年の販売農家数、163 万 1,000 戸のうちわずかに 0.26％ということでございます。物的指

標を満たした農家につきましては、１万 9,601 戸ということで、捕捉率は 82.2％となっ

ております。 

 捕捉率を部門別に見てみますと、露地野菜を除きまして、約９割を捕捉しているといっ

た状況でございます。露地野菜につきましては、複合的な農家が多く、品目の種類も多い

ことなどから約７割といった結果となっております。以上のように物的指標につきまして

は、捕捉すべき対象を効果的に把握しているという結果となっております。 

 ４ページでございます。物的指標のそれぞれごとに経営統計調査結果から単位当たりの

農業粗収益を算出した結果を表にしたものですが、これを見てみますと牛は１頭というこ

とで、少し高く出ておりますけれども、各部門おおむね 50 万円近くになっておりまして、

見直しが必要なほどの乖離がないというふうに言えます。 

 ５ページです。農林業センサスで把握する農業の規模につきましては、過去との接続が

重要であり、農林業経営体として把握している農業の規模は従来から販売農家の数値を継

続的に提供することが可能で、その動向につきましては農業構造の展望や白書等において

重要な指標として活用されているということで、2015 年センサスにおいても引き続き経

営耕地 30 アール並びに物的指標が示す規模以上の農業を把握していく必要があるという
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ことでございます。 

 続いて、７ページに参考といたしまして諸外国の農業センサスにおける下限規模を載せ

ております。米国は 1,000 ドル以上ということで金額規模では我が国の５分の１程度、韓

国は 10 アール、120 万ウォンということで、2010 年当時では 10 万円弱以上と我が国より

下限規模の設定は低くなっております。 

 ドイツは物的指標を導入しておりまして、我が国の規模を総じて上回っておりますけれ

ども、我が国が１経営体当たり 2.2 ヘクタールなのに対し、ドイツは 55.8 ヘクタールと

いったことで規模が大きく違っております。 

 ８ページにはＦＡＯの 2000 年の要綱と 2010 年世界計画となっていますが、それまでの

要綱と同様のものでございまして、これを抜粋したものです。この下線部分ですけれども、

小規模な事業体の重要性、下限基準についてはできるだけ低く設定するようにとの要望が

示されているということでございます。資料１については以上です。 

 続きまして、資料２についてですけれども、集落営農組織について農林業センサスでど

のように把握しているかといったことを整理したもので、2010 年のセンサスでの調査員

用の手引きの該当部分を抜粋したものでございます。 

 集落営農組織については、さまざまな組織がある中で、全国統一的に基準が適用される

必要があるため、客観的かつ単純でわかりやすい基準であること。また、水田畑作経営所

得安定対策に加入する要件として、共同販売権といったものがありますので、収穫物の販

売権が集落営農にあるか否かで調査票を配付する対象を決めているということでございま

す。この下の判定基準にあるとおり、農産物の販売権が集落営農側にある場合、集落営農

組織が外形基準に合致すれば調査票を配付するということでございます。 

 一方、参加農家につきましては、集落営農に参加している分の耕地や販売金額は集落営

農組織にカウントされますので、それを除いてその農家が外形基準に合致すれば調査票を

配付するといったこととなります。 

 その下、販売権が集落営農側にない場合につきましては、集落営農組織は農作業受託を

行っていれば調査票を配付するといったこと。この場合の参加農家につきましては、当該

農家すべての耕地と販売金額につきまして外形基準に合致するかどうかで判断し、調査票

を配付するといったことでございます。 

 資料の裏につきましては、2010 年調査時の記入の仕方からの抜粋でございます。調査

票の記入に関しての判定票と項目ごとに記入する際の留意事項を整理しているものです。
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以上ですが、2015 年も集落営農組織の捉え方については同様に対応してまいりたいと考

えているところでございます。ご説明は以上です。 

○小田切座長 ありがとうございました。資料１と資料２、一見すると違うことを議論し

ているようでございますが、いずれも調査対象をどのように絞り込んでいくかという、そ

ういう意味で同じことを議論しております。調査の入り口の大変重要なポイントとなる議

論でございますので、皆様方のご意見、ご質問などをいただきたいと思います。 

 梅本委員、お願いいたします。 

○梅本委員 前回の委員会でもこの農業経営体の定義についてご質問をさせていただきま

した。資料１のほうは、農林業経営体の定義ということですけれども、具体的な中身は販

売農家をどういう基準で見るかという、そういうお話だったと思います。私は、この基準

自体はこれで適当ではないかなと思うんですけれども、もう１つ、資料２のほうは、その

販売農家はどう見るかというよりも、農業経営体というものをどう捉えるかということに

かかわる資料かなと思います。 

 集落営農もいろいろな集落営農が実際にはありまして、もちろん協業組織として展開し

ているところは全く問題なく、それは１つの経営体ということになろうかと思うんですけ

れども、実際私がいろいろ現地で見ますのは、要件を満たすために経理は一元化している

けれども、機械は構成農家の方が自分で持っていて、作業も自分で行っておられる。そう

いったような集落営農というのはかなり各地で見られるという実態があります。そういっ

たときにこの判定基準だと、基本的には収穫した農産物の販売権が一番大きな基準になっ

ていて、実は経営としてはそこも１つの大きなポイントだと思うんですけれども、私は経

営というのは、生産要素の集まり、土地、労働、資本が集まって、そして統一した意思決

定のもとで運営がなされている組織だというふうな理解をしているんです。 

 集落営農は経営の一元化はしているけれども、労働の面は全部構成員がやっている。機

械もそれぞれが持っている。そういった組織は経営として言えるかなというようなちょっ

と疑問に思っておりまして、この集落営農の構成員の２のところで、機械の共同利用があ

るのかどうか。あるいは共同作業という実態があるのかどうかというのを基準として、少

なくとも土地と労働と資本の持ち寄りがあるという、そこを経営体としてとらえていった

ほうが、経営体という概念からは適切ではないかなというふうに思うんですけれども、こ

の点、ちょっとご意見いただければと思います。 

○小田切座長 どうもありがとうございます。 資料の２についていかがでしょうか。 
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 室長からよろしいでしょうか。お願いいたします。 

○矢野センサス統計室長 今のご質問いただいたところ、非常に重要な点だと思っており

ます。資料１と資料２の接続なんですけれども、これは言葉として判定基準とかいろいろ

な基準という言葉がたくさん出てきますけれども、いわゆる外形基準、ですから資料１は

これは先ほど梅本委員から販売農家というお話がありましたけれども、これは経営体です。

経営体としての外形基準、その外形基準を用いて、集落営農についてもこのどちらに、誰

に配るのかということを決めるためのツールというんでしょうか、整理表ということです

ね。この資料２のほうは。そういうふうなものだとご理解いただければと思っております。 

 資料１のほうでいいますと、この外形基準自体は先ほど担当のほうから説明しましたよ

うに、2005 年で経営体概念を導入したときに、いわゆる 50 万円に相当するものとして基

準を設定し、それを今回も調査結果から確認した結果として、おおむね妥当であろうとい

うふうに判断しているということでございます。 

 それから、集落営農との関係につきましては、今、梅本委員のほうからご指摘をいただ

いた点、本当にそのとおりだと思うんですけれども、調査を現場で調査員の方が半ば機械

的にという言い方は大変恐縮なんですけれども、効率よく調査をする上では一つ目印が必

要であろうと。そういう意味では、外形基準を使わざるを得ないんですけれども、その場

合のポイントとしてはこの販売権ということで整理をせざるを得ない。 

 その点の工夫は、これは調査に入口と出口という関係があろうかと思いますけれども、

2015 年については、別途やっております集落営農実態調査とこのセンサスの経営体の関

係をひも付けといいましょうか、関係がはっきり１個１個わかるようにしたいと思ってお

ります。ですから、それぞれの経営体として対象になった集落営農の経営の中身がこれま

では集落営農実態調査とセンサスが分断されていたわけですけれども、センサスの調査票

のレベルでその中身がわかるということになるわけでございます。 

 ですから、調査のアウトプットとしていうなれば集落営農集計というのが、次回のセン

サスではできると、そういうふうな形で対応させていただきたいなと考えております。以

上でございます。 

○小田切座長 いかがでしょうか。今、議論になっているのはいわゆる枝番管理型集落営

農というふうに通称言われております集落営農について、何を基準で経営体として把握し

ていくのか。2010 年センサスをめぐって１つの論点となっているところでもございます。

そういう実践的な論点であると同時に、そもそも農業経営を何をもって農業経営と捉える
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のか。経営主宰権を販売権で捉えるのか。あるいは意思決定で捉えるのか。ここの部分が

議論になって大変重要なところだと思います。ほかの委員からもご意見等をいただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。 

 梅本委員、今の室長からの回答、何かありましたら。 

○梅本委員 私も概念のところと実際にどうやって、調査手法としてどう捉えるのかとい

うのとそこの折り合いはつけなければいけないのかなと思っております。ただ、センサス

のもともと基本は農業構造を捉えるというための手段でありますので、その現実の農業構

造がうまく捉えられないということだと、調査手法よりも以前にやはり何のための調査だ

ということにもなってしまうものですから、それは室長がおっしゃられましたように、集

落営農実態調査である程度集落営農の実態がわかりますので、それとうまくリンクができ

れば、具体的な中身としてそれを解析するということができるかなと思うんですけれども、

それができるという前提であればいいかなと思うんですけれども、やはり少なくとも実態

が、私はいろいろと現地で見ていても皆さん普通に作業しているじゃないか。農業経営じ

ゃないかというのがセンサスの対象から落ちてしまっている実態は、これはちょっとやは

り本来のセンサスの趣旨から外れてしまうなという思いがあるものですから、そこは何と

かしたいなということで申し上げました。 

○小田切座長 ありがとうございました。室長の前に、安藤委員、いかがでしょうか。ず

っと安藤委員もこの点について問題提起といいましょうか、調査をしておりますので、も

し言うべきことがあれば、よろしいですか。 

○小田切座長 それでは、室長、お願いいたします。 

○矢野センサス統計室長 若干だけ補足させていただきますと、次回のセンサスにおきま

して、これまでのセンサスもそうなんですが、経営体のレベルに達していない、いわゆる

土地持ち非農家であるとか、自給的農家であるとか、そういったものも含めていわゆる調

査客体候補名簿の段階では、すべてを網羅的に把握しております。ですから、アウトプッ

トとして 150 万から 200 万ぐらいの経営体ということになっちゃうわけなんですけれども、

母集団といいましょうか、客体候補名簿のレベルでは約 400 万レベルでのものを把握して

おりまして、次回の 2015 年センサスの中では、そういう土地持ち農家のような方々も集

落営農に参加しているのかどうかということも把握いたします。それからまた集落営農自

体も現在約１万 5,000 ほどあるんですけれども、それの中で恐らく経営体に該当している

のは１万ぐらいではないかと見ております。その関係をしっかり捉える。ですから、両方
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から接近して関連づけるということで対応していきたいと考えております。 

○小田切座長 よろしいでしょうか。多様な経営が生まれていく中で、それをどういうふ

うに捉えていくのかというのは、恐らく今後の農林業センサスの非常に大きな課題だろう

と思います。今回のところはまず１つはやはり調査の連続性ということから、それからも

う１つは、他統計との組み合わせによって、調査の利用上、今回 2015 年センサスではあ

る種の工夫が行われることから、この２点から、さしあたり前回と同じような販売権の有

無により経営をとらえると整理するということだろうと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 資料１をめぐって先ほど梅本委員からはこの資料１はこれでよろしいということなんで

すが、特に後半のドイツとの比較、あるいはＦＡＯでこういうことが言われているという

のは、私自身不勉強で全く知らなくて、大変勉強になりました。ほかの皆様方はいかがで

しょうか。この外形基準をめぐって、皆様方のご意見をいただきたいと思いますが。 

 吉田委員と目が合ってしまいました。お願いいたします。 

○吉田委員 おくれて申しわけございません。連続性等を考えれば、私は基本的にはこれ

でいいのかなと。ここの基準が変わったときがありますよね。我々もさかのぼっていろい

ろな統計を使わせていただこうとするときに、そこの基準が変わることによって、販売農

家数がガクンガクンと変わったりしている。そこら辺の連続性をどういうふうに我々は分

析したらいいということで迷うところでありますので、基本的にはほかの国と比べても、

それほど違いがないということであれば、このまましばらく行っていただいたほうがいい

のかなと思っております。 

○小田切座長 ありがとうございます。ほかの委員はいかがでしょうか。 

 それでは、この外形基準をめぐっては、現行どおり、事務局提案どおりという形で、進

めさせていただきます。それから、資料２の経営体の捉え方に係るような大きな論点であ

ったわけですが、今回、提起いただいたこういう方式で進めさせていただくとさせていた

だきたいと思います。事務局のほうから何か補足はございますか。よろしいですか。 

 それでは、２番目の議題に進ませていただきたいと思います。前回、非常に活発な議論

をいただきました。2015 年農林業センサスの調査項目についてでございます。まず、農

林業経営体調査の調査項目、これの資料説明を、これも矢口補佐からお願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 調査項目の関係、まず資料３で、前回第

３回、研究会での主な意見と対応方向ということで整理しております。 
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 １つは、調査方法の関係についてですけれども、名簿の段階に限って、郵送を導入する

方法を引き続きの検討課題とすべきといったご意見に対しましては、効率的に実施するた

めに郵送による名簿の作成も考えられますので、自計が可能な名簿を作成するなど、今後

の課題として引き続き検討していくこととしたいと考えております。 

 ２のところで、調査項目について、前回のご意見を踏まえて、調査票を変更した点につ

いて、ご説明させていただきます。まず、１ページ目の一番下、農業経営の雇用について

ですけれども、世帯については雇用に含まないということを注釈をすべきというご意見に

対しまして、調査票に注意書きを加えております。具体的には資料４－２で調査票案をつ

けてございますので、この調査票案の４ページになります。４ページの下に、注意書きで

世帯員の人数、従事日数を含めないでください、ということを追加しております。 

 続いて、資料３の２ページの１つ目のポツ、花きについてですけれども、花きについて

は一括でなく、切り花類、鉢物類等それぞれに把握をすべきといったご意見に対しまして

は、2010 年と同様の扱いに戻すこととしまして、まず花きの面積を聞いて、切り花、鉢

物の類ごとの栽培の有無を聞くということといたします。調査票については、７ページで

す。７ページの下のほう、こういった形で把握していくということといたします。 

 資料３に戻りまして、２ページのポツの３つ目、栽培きのこの関係ですけれども、重要

品目であり、生産状況として把握すべきといったご意見に対しまして、個別品目としては

把握はいたしませんが、調査票８ページの下にあるとおり、その他のところです。その他

のところにきのこの栽培というのを加えまして、きのこ栽培を行っているほうを捉えてい

くといったことといたします。 

 続いて、次のポツですけれども、一番下のポツ、飼料用米などの新規需要米の関係、個

別の面積の把握をすべき、またどの欄に計上するかわかりやすくといったことについてで

すけれども、個別の調査項目としては設定しませんけれども、調査票、５の土地のところ、

調査票４ページです。田の下の一番下のところに、注釈を付すといったことといたします。 

 続いて、資料３の３ページです。林業産業の関係ですけれども、今回追加しました森林

経営の受委託については、山林の賃借と紛れることないよう文言を工夫すべきといった意

見に対しましては、調査票 12 ページの左上です。ご指摘のとおり、ここに期間を定めて

といった文言を追加しております。また、調査票５ページの山林のところの注釈にもその

旨を入れております。 

 続きまして、資料４－１でございますけれども、農林業経営体調査票の新旧対照表案と
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いうことで、全ての項目につきまして、前回 2010 年と比較して、変更内容等を示してお

ります。前回第３回のときに、文言の変更等も含めて、検討していくべきということもご

ざいましたので、こういった整理にさせていただいております。 

 この改正案のところにあるとおり、この改正に当たっては、試行調査での意見や地方組

織を通じまして実施した記帳実態把握、また前回調査での問い合わせが多かったことなど

をもとにわかりやすい調査票になるよう改善しております。 

 主なところを順番に見ていきますと、まず１ページの下のところで、この項目について

は必須の項目でありますので、必ず記入してくださいといったことを強調しているという

ところでございます。 

 また、４ページですけれども、2010 年センサス１ページに集約していた内容、見開き

の２ページで、レイアウトを変更しているといったこと、またそれぞれちょっと細かいで

すけれども、②のところはいずれかに○といった形、また④は必ず１つ、⑤は必ず１つに

○といった形で、単数回答か複数回答かなどを具体的に明示しているといったことでござ

います。 

 また、６ページのように、問の文言を平易な言葉にしているといったことで、2010 年

と見比べていただくとわかるんですけれども、過去１年間の生活の主な状態を、普段の状

況、「仕事が主」を「仕事を主にしていた」、「主に自営農業」というのを「主に自営農

業を行っていた」などというふうな変更をしております。 

 また、７ページについては、自営農業に従事した日数ですけれども、この頭に「過去１

年間で」といったことで、その期間を明示しているということでございます。 

 そういったような変更を以降しておりまして、前回、提示のものと調査票で先ほどの資

料３の説明でなかった点、１つだけ申し上げますと 10 ページのところで世帯のところの

世帯としての所得のところですが、世帯員の中で過去１年間に自営農業以外の仕事に従事

した方がいますか、というところで、アルバイトを含むといったことにしておりましたけ

れども、ご指摘を踏まえ、これを削除したということでございます。調査項目の関係は以

上です。 

 また、資料４－３で客体候補名簿につきましては、判定の（２）のところで家族による

経営であるか、組織による経営であるかとしていたものを家族による経営であるか、家族

による経営でないかといった形、これもご指摘を踏まえ、そういった形に直しているとい

ったことでございます。資料４－４、客体候補一覧表につきましては、変わっておりませ
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ん。 

 また、参考資料１としてつけている農林業経営体調査の集計結果表案につきましては、

先ほどの花きの部分と栽培きのこの部分を今回の変更に合わせて加えております。説明は

以上でございます。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。ただいま事務局から説明がありましたが、

経営体調査の調査項目、先ほど申し上げたように、前回かなり活発な意見をいただきまし

た。重要な前回からの提示されたものからの変更点については既にご説明を各委員にして

いるかと思いますが、引き続きご議論があれば積極的にここで出していただければと思い

ます。 

○大山委員 前回の 2010 年のセンサスを実務的にやった当時のことをご存じの方がいた

らちょっとお聞きしたいんですが、まず項目よりも形式的なことになってしまいますけれ

ども、レイアウトを変更して、例えば前回だといわゆるコード番号で 01、02、03 で書く

のを今回はマークシートみたいな読み取りにするわけですよね。そうするといわゆる統計

の最後の集計上の、随分実務的な話ですけれども、こっちのほうがより効率的なのか。そ

れから、書く人が鉛筆で塗ったほうがコードを間違えたりしなかったりすることで効率的

なのかとか、ちょっとその辺は工夫されたんだと思うんですけど、その辺をちょっと教え

ていただければと思います。 

○小田切座長 ありがとうございました。これは試行調査での経験なども踏まえてご発言

をいただければと思います。矢口補佐、お願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 今回、2015 年につきましては、ＯＣＲ

調査票にするということで、試行調査につきましては、実際はＯＣＲではなくて、集計を

してないので、形だけＯＣＲにしています。前回、2010 年まではこの１ページでいくと、

最初の経営体の概要の項目、どこかに○をつけるというところで、それをパンチ入力しま

して、データ化していたわけですけれども、今回、2015 年はＯＣＲですので、一括して

調査票を読み込むということで、それをデータ化されるということで、かなりの効率化に

なるということでございます。あとは実施する都道府県の作業としてですけれども、実際

に調査票が県に上がってきた段階で、県で業者と契約してそのパンチ入力をしていたわけ

ですけれども、今後は農水省で一括して調査票を上げてもらったやつをＯＣＲで読み込ん

で、データ化するといった作業になっていきます。そういうことを考えております。 

○大山委員 書くほうの方もＯＣＲのほうがやりやすいとか、そういうのはご判断の基準
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はあったんですか。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 １つは、効率化の面で言われておりまし

て、予算の効率化というような観点からＯＣＲを導入すべきというのを行政事業レビュー

で指摘されていたというのもございまして、書きやすさというのは、○をつけるより塗り

つぶすほうが書くほうは書きやすいということは言われているようであります。 

○小田切座長 よろしいでしょうか。 

 佐藤委員、お願いします。 

○佐藤委員 ２点ありまして、１点目は栽培きのこの区分を入れていただいてありがとう

ございます。中山間地域にとって非常に重要な作物なので、これだけでもういろいろなこ

とがわかると思います。 

 ２点目が、資料４－１の６枚目の先ほどご説明いただいた満 15 歳以上の世帯員の仕事

の状況についてなんですけれども、とても丁寧にというか、説明されたがゆえに、何か表

が見にくくなっている気がします。例えば過去１年間の状況について、「主に自営農業を

行っていた」ではなくて、「行った」ではいけないでしょうか。他にも「勤務をした」な

ど。日本語は現在完了形にあえてする必要はない気がするんですけど、例えばその他だっ

たら、「何もしなかった」なので。丁寧にしたがゆえに、字数が多くなり、ちょっと読み

にくいと感じました。 

 色については、黄色にされたことでとても見やすくなったと感じましたけれども、その

点だけちょっと気になりましたので、ご検討ください。 

○小田切座長 大変ご丁寧なご意見ありがとうございます。ここは、検討していただくと

いうことでどちらが読みやすいのかという、その判断をまた別途していただくということ

でいかがでしょうか。 

○佐藤委員 １年間の過去にやったことについて「勤務した」と「勤務していた」という

ことで何か違いが生じるのかというのを検討していただければ、違いはないと私は思いま

すけれども。 

○小田切座長 どうもありがとうございます。 

 田中委員、お願いいたします。 

○田中委員 調査項目ではございませんが、この調査票には黄色とか赤とか、青が使って

あるようですが、ＯＣＲになったときに、これは読み取れるんでしょうか。大丈夫でしょ

うか。具体的には何色使ってありますでしょうか。 
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○小田切座長 矢野室長、お願いいたします。 

○矢野センサス統計室長 ＯＣＲは実を言うと、漁業センサスのほうで先行してやってお

りまして、いろいろ調べてみますと、ＯＣＲがない場合には、その色使いがフリーなんで

すけれども、おっしゃるように、ＯＣＲの場合は逆に読み取りが難しいということもあっ

て、使える色が少し限定されるというようなこともあります。ですから、現在見ていただ

いているものと、全く同じになるかどうかということはちょっとＯＣＲの業者のほうと打

合せをしながら、できるだけこの原型のとおりに行きたいんですけれども、そういうテク

ニカルな面での変更があるかもしれません。 

○田中委員 結果、色使いが２色になる可能性もありますね。 

○矢野センサス統計室長 できるだけわかりやすいようにやっていきたい、対応したいと

は思っております。 

○田中委員 もし、３色可能であれば、必須項目と特別な場合だけ答える欄は色を変える

ほうがよいと思います。全部黄色ですと、何かメリハリがないような気がしてしまいまし

たので、もし、ＯＣＲ対応が可能ならばということで、ご提案でございます。 

○矢野センサス統計室長 検討してまいります。 

○小田切座長 色使いについては、おっしゃるように大変重要なところですよね。それが

ＯＣＲによってどういう色が使えるのかまだ判明してないところがありますので、これは

詳しくご検討いただくということでよろしくお願いいたします。 

 吉田委員、お願いいたします。 

○吉田委員 話の流れの中で、今のかかわりであれしますと、もう１つグレーの薄い文字

が使われていますけれども、これは少し視力が弱いとか、あるいは色が判別しにくいとい

う方にとって大丈夫なのかどうかというのは少し確認いただけたらと。特に、薄いブルー

がついて、そこにグレーの文字というと、何か私自身も見にくいなと思うこともあります

ので、そういうご検討もぜひいただきたいというのと、もう１つ、特に漁業センサスでも

ＯＣＲということであれば、ちょっと気になるのは、ＯＣＲ、数字を書くわけですけれど

も、かなり低いのでしょうが、何パーセントかというのはやっぱりあれなんでしょうか。

読み取りの誤差があるものとして、そこはもうあるんでしょうか。それともかなり技術が

進んで、そんなことはないということなのかという点。 

 あともう１点だけ、花き・花木のところありがとうございました。私が不勉強で勘違い

だったところもあるんですが、花きの中をああいうふうに分けていただくというのは非常
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に個人的には使いやすいと思っております。 

 花木のところが、これは事前に来ていただいたときにもお話をさせていただきましたが、

花木といわれてイメージするものは多分ここで求めているものばかりではないと思います。

よくよく調べましたら、どうも造園用の樹木、街路樹に植えるようなものの場合、ここの

花木に入れるのが一番正しそうな感じがするわけですけれども、そこのところは説明です

よね、調査員の方なのか、あるいは書く人に対する説明書の中でどういうものが入ってい

るんだというのをはっきり書いていただいたほうがありがたいかなと思いました。 

○小田切座長 ありがとうございました。１点目はおっしゃるとおりだと思いますので、

２点目のＯＣＲのエラー率の点、そして３点目の花木についての例えば実際の手引き等の

書きぶり等、現時点でわかっていることがありましたらお願いいたします。 

○矢野センサス統計室長 ＯＣＲの精度の点につきましては、これは農水省の統計調査の

中でも、ＯＣＲは随分使ってきておりまして、技術的にちょっと正確な数字は持ち合わせ

ておりませんが、ほぼ 100 パーセントに近いレベルまで対応できていると聞いております。

もちろん中にはどうしても判読できないようなものもありますけれども、それはそれでデ

ータをチェックしていくような対応になります。 

 それから、花木の説明の点は、今ご指摘のあったようなことの対応をいずれかで、もし

くは両方で対応していくようにしたいと思います。 

○小田切座長 よろしいでしょうか。ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、梅本委員、その後、安藤委員。 

○梅本委員 復活折衝ではないんですが、飼料作物のところをもう一度ぜひ議論したいな

と思いまして、調査票でいいますと４ページのところなんですけど、１つはやはり飼料作

物の実態というのが、おっしゃるように新規需要米かがわかるという部分があるんですけ

ど、一番のポイントは経営の中にどういう位置づけになっているのかということで、マス

の数字ではない部分を把握するというのが本センサスの意義があると思います。畑の飼料

作物については、面積がとれるんですけれども、問題は水田での飼料作の面積がとれない

という。そこのところが日本において水田で飼料作物の生産というのはどの程度可能性が

あるのか。あるいは、入っているとはどういう経営的な位置づけで入っているのかという

のが、今後の日本の農業の、特に自給率向上を考える上で非常に重要な意味を持つのかな

と思っています。 

 もう１点は、田のところが、飼料用米は稲のほうなんですけれども、稲を発酵する飼料
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は稲以外の作物ですね。でも、経営的には飼料用米もＷＣＳもいわゆる飼料用として使わ

れる側面が多くて、籾の部分を使うか、あるいは籾と葉っぱを一緒にするのかというのは、

あまり経営的には飼料としては同じことであって、これを分ける必要性はないように思う

んですよね。むしろ水田において、主食用の稲以外の作物がつくられたということのほう

が重要で、これはもちろんスペースとか難しいのかもしれませんけれども、私は稲以外の

作物だけをつくっていた 409 のところは、本当は飼料用米もこちらに入れていって、なお

かつその中でいわゆる水稲と水稲以外というのがわかると、水田の土地利用の実態、ある

いは飼料作物の実態というのも非常によくわかるのではないかなと思うんですけれども、

この点はいかがでしょうか。 

○小田切座長 かかわって、安藤委員からお願いいたします。 

○安藤委員 梅本先生が言われたところと同じところです。飼料用米は「稲」に含め、青

刈り用稲やホールクロップサイレージは「稲以外の作物」に含めることになっていますが、

加工用米はどのような扱いになるのでしょうか。もし可能でしたら、それを示しておいた

ほうがよいのではないかというのが１つです。 

 もう１つは、６ページの販売を目的とした農産物の生産のところです。ここで言う「水

稲」の作付の中にホールクロップサイレージや加工用米、飼料用米は入るのでしょうか。

しっかりした農家の方は自分の作目・作物ごとの作付面積をまず書き出しておいて、それ

を見ながらセンサスの調査票に写していくことになると思うのですが、その時に、これら

を同じ水稲にしてしまってよいのかどうかと考えてしまうのではないでしょうか。そのと

きに迷わないような書き方をしてあげる必要があるだろうと思いました。 

 政策が作目・作物ごとに補助金を出していれば、しっかりとした経営者の方であれば、

それに合わせて作付面積を記帳されているでしょうから、それを調査票に写そうとしたと

きに、困らないようなものにしてあげる必要があると思ったということです。前回の研究

会のときには気がつかなかったのですが、そうした状況が田の利用状況や水稲の作付面積

にどのように反映されるのかが気になりまして、今の梅本先生からのご質問とあわせて検

討していただければと思います。 

 マイクを持ったついで失礼しますが、８ページの農作業の委託のところで、ホールクロ

ップサイレージなどは、作業は実は畜産農家に委託しているようなケースもあり、その場

合は正確に書こうとしてもどこに○がつけたらよいか分からないように思いますが、どう

でしょうか。この調査票では、現実に行われている農作業や農業の状況を正確に捉え切れ
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ない可能性もあるのではないかという気がしています。恐らく、そうした問い合わせが来

ると思いますので、それに対して回答できるようなマニュアルなどを用意されておく必要

があるのではないかと思いました。以上が私からの質問です。 

○小田切座長 ありがとうございました。稲をめぐる多様化といいましょうか、ホールク

ロップサイレージ、あるいは青刈り、こういったものをどのように区分していくのか。日

本の農業構造の展望ともかかわって、大きな論点だと思います。一括して室長からお願い

いたします。 

○矢野センサス統計室長 非常に難しいご質問というかご指摘でございます。作物の利用

目的というのが、未来永劫恐らく変わらなければ非常に単純な話なんですが、その時々の

ニーズによって変わっていくのはご指摘のとおりでございます。特に、いろいろな作物で

そういう例が今は起こっていることだろうと思います。それでまず事実関係だけ申し上げ

ますと、これまで統計上の整理としては、水稲については、収穫するのかどうかというこ

とで分けてきたということがありまして、現在もこのセンサスの世界もそういう流れの中

で整理をしてきているという実態がございます。 

 それから、このセンサスの調査票の中でも確かにこの土地のところというのは、これは

販売用につくっていようが、販売用でなかろうが、これは全体を把握できます。けれども、

６番目の販売目的とした農産物の生産のところでは、これは最初から販売することを目的

にしてつくっているものでなければ計上されない。ですから、先ほど安藤委員からお話が

ありました例えばホールクロップサイレージということで水稲をつくっている場合には、

それを販売するということを前提にしておれば、自分のところの中で使うという場合には、

ここには入ってこないというふうな、なかなか難しい部分がございます。 

 例えば、過去のセンサスの流れの中でいいますと、かつては栽培面積をとり、そしてそ

のうち販売した部分、出荷した部分をとりというふうな、非常に複雑な精緻なとり方をし

ていた時期もございます。これはかなり以前ですけれども、ただ現時点においてはこの調

査に移行したこの現状ではそこまで詳しい把握がちょっと難しいということがあって、例

えば５番目のところと６番目のところは少し分かれているというふうにご理解いただけれ

ばと思います。 

 委託のところは恐らく多分販売目的に限らず、実際に委託しておればそこに計上してい

ただくという扱いになるんだと思います。水稲、お米のところを梅本委員のほうからご指

摘のあったようなところで果たして、さらにこれを改良できる余地があるのかどうか。こ
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こはさらに引き続き検討させていただきたいと思います。 

○小田切座長 どうぞ。 

○梅本委員 ７番の今、安藤先生がおっしゃいました作業委託のところですけれども、Ｗ

ＣＳの場合は、これは飼料作物だと思うんです。ですから、この場合はやはり水稲、さと

うきび以外の作業として、飼料作の作業をして委託したという考え方でよろしいのではな

いかなと思っておりまして、私は水稲も加工用米とかいろいろあるんですけれども、要す

るに加工用米、主食用米を含めて、最終的に人間が食べるものと、家畜用、飼料用とこの

２つを峻別する、本当はもっと細かい分けなのでしょうけれども、さしあたりはこの２つ、

水稲としてもやはり分けていって、飼料用作物としての水稲は飼料作物として見ていくと

いうのがいいのではないかという思いもしております。 

○小田切座長 安藤委員、続けてお願いします。 

○安藤委員 ６ページの水稲の作付面積のところです。ホールクロップサイレージは耕畜

連携となっていて、作付けている農家が自分のところで利用しないケースがかなりあると

思います。そうするとそれは販売用として把握されるのではないかと思います。ここの水

稲の作付面積にすべてが入った形で把握されることになると思います。こうしたかたちで

水稲の作付面積を把握することの意味は、水を張った水田がどれだけあるかを把握するこ

とになるのではないでしょうか。そのようなかたちでここの水稲の作付面積を使うことが

できるかもしれないと今のお話を伺っていて思いました。特に意見を求めるものではあり

ませんが、そういう使い方もできるのではないかと思ったということです。 

○小田切座長 ありがとうございました。 

 室長お願いします。 

○矢野センサス統計室長 今の安藤委員からのご指摘の点でございますけれども、経営耕

地を土地として、いわゆる地べたとしてどう使っているのか。そこに何を植えているのか

というものは、この調査票でいきますと４ページの５の土地のところ。土地のところの中

で、田の中に稲をつくったものがどれだけあるのかというものを把握しているということ

です。ですから、土地の利用状況ということからいけば、この５のところで情報を整理し

ているという状況でございます。 

○小田切座長 吉田委員、今の論点でお願いいたします。 

○吉田委員 今のお話ですけれども、そうしますと土地の利用という意味で水稲をつくっ

たと、水を張った田んぼとして使ったということになりますと、先ほどのＷＣＳ、青刈り
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用の稲についてはそこに含まれなくなりますので、必ずしもそういう見方ができないだろ

うということだと思います。稲以外の作物をつくったことに入れるんですよね。ＷＣＳと

青刈り用稲は稲以外に入れるんですよね。したがって、ここで稲をつくっていた面積を見

ても、水を張った田が全部把握できるわけではない。 

 分類が、ここのところと先ほどの水稲のところでは、販売を目的としたというところに

耕畜連携なんかで言えば、６ページです、６ページの水稲のところにはＷＣＳや青刈りは

ないかもしれませんけれども、ＷＣＳ等が入ってくることは十分考えられるわけですね。

販売を目的とした水稲の面積。そうすると分類がこちらでは……。 

○矢野センサス統計室長 入らない。 

○吉田委員 入れないということにするんですか。 

○矢野センサス統計室長 ＷＣＳを自分のところで使う場合ですね。 

○吉田委員 いいえ、売っている場合がいくらでもありますから。販売目的としてつくっ

ている場合がいくらでもありますから、その場合どうするのかということです。先ほど安

藤委員は多分そういうふうなことをおっしゃられたんだと思うんですが。 

 ここの水稲にはＷＣＳが入ってきてしまう可能性がある。そうすると次のそこの受け合

わせのときにはやはり水稲、さとうきび以外の作業のところに青刈り、ＷＣＳは入れるべ

きだとすると、どこか基準を１つにしておかないとばらばらで書いてしまうかなという感

じがします。そういう意味では、梅本委員がおっしゃられたように、子実用という分け方

もずっとありますから、それもそうですが、飼料用と分けるというのは、人間が食べるも

のとそうでないものを分けるというのは一つの考え方かなという感じが私はいたしました。 

○小田切座長 それではお願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 農林業センサスでの考え方ですけれども、

稲をつくったか稲以外をつくったかというのは、子実か未成熟かというわけでありまして、

それも販売目的での水稲か水稲以外かという基準も同様に考えております。その基準をど

こに置くかというところで、どちらに含めるかということになるかと思いますので、そこ

はちょっと扱いを検討していきたいというふうに思います。 

○吉田委員 少なくともすべて統一した基準でやっていただくと。そこがわかるように注

も説明書かなんかに書いていただくというのがよろしいかなというふうに思います。 

○小田切座長 今、幾つかのやりとりが米、稲をめぐって行われました。この利用目的の

多様化ということをめぐって、新しい複雑な状況が生まれているようでございますので、
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今、出てきました意見を十分に事務局のほうでご検討いただいて、最終的には成案をつく

っていただくという、そんなふうに考えますが、いかがでしょうか。過去の連続性もあり

ますし、あるいは新しく出てきた現象、それをどう捉えるかということもありますので、

そのあたりについては、これは最後にもう一度議論させていただきたいと思います。 

 ほかの議論、あるいは今の延長線上でも構いません。いかがでしょうか。 

 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 実査の立場で申し上げるのですけど、ＯＣＲ化になった場合の審査のときを

ちょっと心配いたしまして、この調査票の最初に注意書きがございますけれども、黒色の

鉛筆またはシャープペンシルというふうに赤で書いてはございますけれども、必ず間違え

る方がいると感じております。農山村地域調査票のほうには図に示して、鉛筆には○、ボ

ールペンには×と、はっきりと記載されており、数字の書き方も、より具体的に、枠内に

示してあります。この程度あればいいのかなというふうに感じました。小さいことですけ

れども。 

○小田切座長 ご指摘ありがとうございました。これはぜひ統一の方向でご検討いただけ

ればと思います。ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、先ほど申し上げましたように、後でもう一度振り返る機会もございますので、

続きまして、農山村地域調査について調査項目の資料説明を星下班長からお願いいたしま

す。 

○星下農林業センサス統計第２班担当課長補佐 地域調査のほうは、資料ナンバーでいき

ますと５－１と２と３になります。内容は、前回３回目にお示しした調査票からほぼ変わ

りはございません。ただ、５－２と５－３の裏のほうといいますか、お尻のほうを見てい

ただくとわかるんですけど、前回定義といいますか、記入の仕方がはっきりわかるように

というご指摘等もいただいたものですから、今回、現段階のものを一応おつけしておりま

す。調査票の中身については、変わりありません。 

 ただ、１点、ちょっと再生可能エネルギーにかかる調査項目が、市区町村調査票、それ

から農山村地域調査票、双方にございます。ここにつきましては、１回目の研究会におき

まして、農業集落調査票の中で、発電施設の有無を調査するようにしておりました。その

後の検討を経て、３回目の研究会におきまして、市区町村調査票のほうで発電施設の数を

把握するとともに、農業集落調査票のほうで集落における取り組み状況を把握するという

案をご提示しておりました。が、その後、諸々の事情で、調査項目の設定が現段階では流
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動的な状況となっております。 

 と申しますのは、この調査項目につきましては、再生可能エネルギーの取り組みを農水

省としての重要施策として推進することを前提に、施策担当部局と協議を行うとともに、

研究会の委員の皆様方のご意見等も踏まえまして、設定してきたところでありますけれど

も、１つとして、調査結果の公表が農林業センサスの場合、早くても 27 年 11 月になって

しまいます。ということで、今の段階からいくと２年半先ということになります。 

 もっと早く提供してほしいという行政ニーズには答えられないというのが１点ございま

す。２点目としまして、この調査項目で市町村で把握ができるかということを幾つかの市

町村に実際に調査票を持ち込みまして、把握の可能性を確認いたしました。その結果、市

町村によって把握にばらつきがございまして、センサスの１つの項目として、把握が困難

になる可能性がございます。そういった点から、現在もセンサス以外の方法で把握ができ

ないかを含めて、省内で検討を行っております。したがいまして、その協議の結果次第で、

資料５－２の２番のところですが、地域資源を利用した再生可能エネルギー発電設備とい

う項目がございますけれども、ここの項目については、削除の可能性があるという状況で

ございます。 

 ちょっと今の段階で固まった形でお示しできなくて大変申し訳ありません。市区町村調

査票の状況はそういうことでございます。なお、農業集落調査票の項目につきましては、

再生可能エネルギーの取り組みを寄り合いの議題として入れているか。あとは実際に集落

として活動があるかということを入れておりますけれども、ここに関しては前回からは変

更はございません。以上でございます。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。今、お聞きのように、市区町村調査票に

つきます地域資源を利用する再生可能エネルギー発電設備について、ここについては省内

の調整によって流動的だということ。そのことをお含みいただいて、ご議論をお願いでき

ればと思います。 

 それでは、ご自由にご議論をお願いします。ご意見、ご質問などがありましたらいかが

でしょうか。 

 大山委員、お願いいたします。 

○大山委員 再生可能エネルギーの設備数のところが、省内の事情で流動的ということな

んですが、これは 27 年の２月１日時点となると、その前の段階で、かなり具体的な調査

か何かの案があって、それとの統計上のベースの整合性みたいなものが失われるというふ
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うな事情でしょうか。 

○小田切座長 星下班長、お願いいたします。 

○星下農林業センサス統計第２班担当課長補佐 その前の時点で、どうにかやって捉える

方策がないかと。統計調査とするか、あるいは行政的に把握するかはまだはっきりしてお

りませんけれども、何らかの形で早めに把握できないかという議論を今しております。 

○小田切座長 センサス以外で把握する可能性が出てきているということだろうと思いま

す。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 それでは、再々申し上げて恐縮ですが、最後に振り返る機会をつくりたいと思いますの

で、まず先に移らせていただきまして、第３の議題であります東日本大震災被災地におけ

る対応について、大変重要な議題でございますが、事務局よりご説明をお願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 東日本大震災被災地における対応につい

て、ということで、資料６でご説明いたします。被災地の視察の関係で、この資料の説明

の前に若干申し上げますと、３月７日に宮城県のほうに安藤委員と大山委員と共に被災地

の現地実態把握に東北農政局の協力のもと行ってまいりました。宮城野区から若林区、名

取市、岩沼市、亘理町、山元町といった経路で農業集落、農地を視察いたしました。 

 また、亘理町の小山いちご生産組合を視察しまして、宮城県亘理町、山元町、東北一の

いちご産地ということでございまして、震災前は 380 戸 96 ヘクタールでいちご生産を行

っていたんですが、このうち 356 戸 91.4 ヘクタールが津波で被災したといったこと。ま

た、山元町、亘理町の８戸の農家が役場とＪＡの協力のもとに、その震災の年に営農を開

始したということを意見交換、またその農家の方と意見交換させていただいたところでご

ざいます。 

 その中で、課題もございまして、規定で元の面積の８割しか栽培できないということで、

亘理町には後継者もおりますけれども、なかなか２世代でやっていくのには面積が足りな

いということ。若い方々が農業に復帰できない。何らかの形で面積を増やしていきたいと

いったことの思いを語られておったところでございます。 

 また、もう１カ所、名取市の特定農業法人の有限会社耕谷アグリサービスといったとこ

ろも視察しまして、ここにつきましては昭和 58 年に集団の転作組合として設立され、そ

の後平成 15 年に農作業の受け手として農業生産法人耕谷アグリサービスといったものと

して設立されたと。18 年に特定農業法人に認定されたといったところでございます。 
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 この代表の方と意見交換させていただきまして、非常に意欲的な方でありました。被災

農地の助言をして農地復旧したところ、それを受け手として耕谷アグリサービスが指名さ

れてやっているということ。被災時 76 アールの経営耕地規模だったのが現在は面積がか

なり増えていまして、110 から 120 ヘクタールといった状況であるといったこと。簡単に

ご紹介させていただきました。 

 また、３月 11 日から 13 日にかけて、岩手県、宮城県、福島県の県庁の方とも意見交換

をしてきて、この資料６の関係についてご説明してきたところでございます。 

 それでは、資料６の中身についてご説明いたします。今までの被災県との意見交換等の

中で、名簿の整備、調査員の確保、集落の認定など、特に沿岸の津波被害の大きかったと

ころについては、非常に課題があるといったことを言われているところでございます。 

 そういった中で被災地域の状況に配慮しながら、この対応方向で進んでまいりたいとい

うことでございます。まず、調査の実施につきましては、福島第一原子力発電所の事故に

より避難を余儀なくされている地域につきましては、調査時点における設定区域に応じて、

調査を実施しない区域を設けていくといったことといたします。２として、農業集落区域

の設定については、復興計画等により新たな区域の範囲が明らかになっている場合につき

ましては、区域の設定を行っていくということでございます。それ以外の区域については、

2010 年の設定を踏襲するといったことで対応していきたいと思います。 

 また、農林経営体調査について、まず調査方法ですが、農林業センサス全数調査で回収

率が結果精度に直結といったことでございまして、調査員による調査票の配布・回収によ

り行うといったことでやっていきたいと思います。 

 調査員の確保につきましては、非常に確保が難しいといった意見もあるところでござい

ますけれども、農業協同組合などの各地域の農林業に関連する団体の職員や組合員の方々

に調査員としてご協力いただけるようＪＡ中央会等の上部団体へ要請してまいりたいと考

えております。 

 調査スケジュールにつきまして、2015 年は従来と比べまして、半年ほど前倒しした計

画であります。調査準備につきましては、従来実査年度の７月から９月といった３カ月で

実施していたものを実査前年の１月から７月にかけての７カ月間で行うよう期間を十分に

確保しているといったことでございます。また、実査期間についても従来１月中旬から２

月末ということで、１カ月半で実施していたものを調査前年の 12 月中旬から２月末の間、

２カ月半程度で実施するよう期間の拡大を行うといったこととしております。さらに、被
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災地域におきましては、期間を拡大しまして、12 月から３月末までといったことで実施

してまいりたいということでございます。 

 名簿の整備についてですけれども、名簿の整備につきましては、行政記録情報等の積極

的な活用を行いまして、自治体職員の方々の負担軽減を踏まえ、国で可能な限り対応を行

っていきたいということで、具体的には別添２として整理しておりまして、この名簿の整

理の流れといった形でやっていきたいということでございます。 

 まず、農水省で行政記録情報等による確認ということで、岩手、宮城、福島県の沿岸地

域の客体候補について行政記録情報等との突合による所在確認を行うといったこと。また、

その後所在確認をやって、確認ができればそれをもとに補正していく。確認できなかった

場合につきましては、往復はがきによる 2010 年の住所へ所在確認を行いまして、それに

よって返信があって所在確認ができればそれを反映、返信がないですとか、宛先不明とい

ったところが課題になるといったことだと思いますが、そういった状況を確認しながら、

さらに市町村で保有する名簿、使える名簿等があれば、それを活用しながら補正していく

といった対応で進めてまいりたいと思います。最終的には調査員のところで名簿を確認し

ていただくといったことでございます。 

 また、資料戻っていただいて、（５）の調査項目の関係ですけれども、被災自治体のほ

うからは調査対象の心情に配慮した項目の設定、調査項目の簡素化といったことの要望を

受けておったところでございますが、被災地のみの簡易な調査票ということは使用しない

ということでございます。 

 しかしながら、調査対象の状況に応じまして、農業、林業、再開してないが、農地や山

林の除染等の復旧活動を行っているとか、農業、林業を一部でも再開しているといった状

況に合わせまして、回答すべき項目がすぐわかるような形で記入の手引きを作成、配付し

てまいりたいということでございます。 

 また、調査項目の設定につきましては、都道府県設定項目を活用していただいて、県と

市町村で協議の上、復興に資する項目等を設定していただくよう要請していきたいと考え

ております。 

 また、４として、広報については、前回第３回で再認識したところであり、今後の復

旧・復興に欠かせない調査であるといったこと、あらゆるコンタクトポイントを活用しま

して、協力を得るための広報を展開していきたいというふうに考えております。 

 別添１は、これは去年の震災１年後のときの経営体の経営再開状況といった資料でござ



 

23 

います。説明は以上です。 

○小田切座長 農水省として被災地の調査に対して、特段の対応を行うという方向性も示

していただいております。それでは、ただいまの事務局からの説明についてご質問、ご意

見等をいただきたいと思います。特に、安藤委員と大山委員がこの調査に加わったという

ふうにお聞きしておりますので、もし感想等も含めて、ありましたら積極的にご披露して

いただければと思います。 

 では、大山委員からお願いします。 

○大山委員 改めて実際に調査をするとなると、ほとんどの場合は過去１年にどうしたか

ということが多いです。ただ、土地のところとかは放棄しているとか、貸しているとか、

結構細かく書いてあって、矢口補佐や安藤委員とも見に行ったんですけれども、例えば名

取市だと、ちょっとここが海岸線だとすると、最初の海岸線に近いところはもう津波がも

のすごいかぶっていて、そこからだんだん津波が薄くなっていった、ここのところは

2011 年３月 11 日に震災が起きて、その 2011 年の間は津波がちょっと薄かった内陸のほ

うは、除塩をして去年 2012 年には田んぼをやったと言っていました。 

 それで、さらに津波を浴びた、海岸線に近いところはまだ家の上に船とか乗っていたの

が、ようやく終わったぐらいで、もう全部土台のむきだしとかのままばかりで、そこのと

ころはまだ除塩もできてなくて、今後、そこを津波の海岸線に近いところ、それを来年田

んぼができるかどうかは除塩の作業をやっているところなんかもあったじゃないですか。

そうするとこの資料を、そこはひょっとしたら難しくなると思うんですけれども、資料６

の調査項目は全国の構造を把握するためには、（５）の調査項目のところですけれども、

被災地のみ簡易な調査票を使用することは困難である。それから、ただ調査対象をそれぞ

れの事情に応じて、どういう回答をすべき項目かがすぐわかるような被災地向けの手引き、

今日ではなくて、これから各地方自治体とか基礎自治体の方と意見交換しつつ、ただし書

きパンフレットみたいなものをつくられるんだと思うんですが、そこはこの文書の（３）

の調査スケジュールで若干多めに取っていて、例えば調査スケジュール（３）と書いてあ

るところの最後のほうの被災自治体の意向も踏まえ、これは要は被災したところは、市役

所の人たちとかの仕事が２倍、３倍で無茶苦茶多いからという面と、それからあとは実際

にどこまで自分が使う土地か、つくらない土地かわからないところも微妙に出てくると思

うので、2015 年には除塩とか全部終えているのかもしれないんですけれども、その辺は

すごく難しい問題だと思うんですけれども、かなり被災地域の実際の本当に農業をやって



 

24 

いるかやっていないか、除塩だけしているかという細かいものというのは精査に調べるこ

とができるかなというのを実際に見に行ったときにちょっと思ったんですが、大変お答え

も難しいし、いわゆる実務上も相当難しいかと思うんですけれども、現時点でどんな方向

で行こうかという感じがあれば教えていただきたいんですが。 

○小田切座長 検討されている範囲内でお答えいただければと思いますが。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 そういった扱いも含めて、今後検討した

いと思っているんですけれども、具体化に向けて。ただ、なるべく負担のないような形で

というのが第一の目的でありまして、そういった形で第一として検討してまいりたいと考

えております。 

○大山委員 それは調査項目５のところで、被災のあった県と市町村と協議の上、と書い

てあるので、それをまた半年後、１年後、２年後でやるしかないですよねと、ちょっと現

地を見て思ったもんですから、ありがとうございました。大変かと思いますが。 

○小田切座長 ご意見ありがとうございます。ここにありますように、被災地向けの特別

な記入の手引をつくりますので、その際に被災地と連絡をとりながら、いろいろなケース

を集めていただいて、それを分析していただいて、いろいろなそのケースに当てはまるよ

うな書き方を手引としてつくっていただくと、そういうことだろうと思います。ぜひその

充実をお願いしたいと思います。 

 安藤委員、よろしいでしょうか。お願いいたします。 

○安藤委員 被災地で進んでいる状況が、統計上、どのようにあらわれてくるかというこ

とについてです。今回訪ねた農家の方は、被災した農地は使いようがないので、何も作付

けずに管理だけしているという状況でした。それで新しい農地を借りて、そこにハウスを

建てて農業経営を再開していらっしゃいました。これをセンサスの調査票が把握すると、

被災した農地は保全管理をしているため、農家の意識では経営耕地として認識されていま

した。かつ新しい農地にハウスを建てて、経営をされていますので、その分、経営耕地面

積は借りて増えたことになります。その結果、センサスでは、経営耕地面積は拡大してい

るということになります。しかし、それは正しい実態を把握していることにはなりません。 

 そうした実態を知らずにセンサスの数字だけを読むと、むしろ、津波の被害にあったと

ころでは規模拡大が進んでおり、新しい動きが出てきている、といったミスリーディング

がされてしまうかもしれません。そうなってはまずいだろうなというのが大山さんと一緒

に現地に伺ったときに感じたことです。数字の背後にある実態をしっかり把握をする必要
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があるだろうというのが１点目です。 

 また、住居を移転したことがセンサスにも影響を与えます。高台移転などが進んでいる

ところでは影響が出ると思います。センサスは属人統計ですから、移転した先の集落、あ

るいは旧村になるのでしょうか、そこの農家数や経営耕地面積が増える結果となってしま

うからです。確かに市町村単位での数字であれば、そうした極端な結果にはならないと思

いますが、旧村単位、あるいは集落カードレベルで見た場合には、もしかすると、農家数

や経営耕地面積が増加している動きが見られるかもしれません。それは震災の影響による

ものなのですが、反対に、農家の数が増えて、経営耕地面積の拡大が進んでいる動きが生

まれていると理解されてはまずいように思います。そうしたことを統計からしっかりと読

み込んでいくことも 2015 年センサスの課題になるのではないかと思いました。これが２

点目です。 

 いずれにしても震災の影響と、そこで生まれている復興のプロセスを捉えたセンサスの

数字が、変な読まれ方をされないような工夫が必要になってくるだろうというのが、調査

に連れていっていただいたときに感じたことです。以上です。 

○小田切座長 重要な議論をしていただきました。今のご意見は特に調査結果の読み方を

どういうふうに読むのかという、そこにどうもポイントがあるようでございます。そうい

う意味で、こういう実態があって、統計がこのように把握して、したがってここに出てき

ている結果というのは、こうなんだという比較的丁寧な説明が現地から、あるいは農水省

から必要なようにも感じております。そこも含めてご検討をお願いしたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。梅本委員、お願いします。 

○梅本委員 平成 25 年３月 11 日現在はないでしょうかという、ことを書いたんですけれ

ども、要するに、これは統計部のほうではつくっておられるのでしょうか。 

○星下農林業センサス統計第２班担当課長補佐 25 年３月 11 日現在、調査してます。ま

さに調査して報告を現場から報告をいただいている状況ですので、４月のできるだけ早い

段階で、取りまとめて公表はさせていただきたいと考えております。 

○梅本委員 この 24 年の数字は非常に皆さん関心を持っておられて、どこまで復興して

きたのかというところ、非常にこの数字が持つ意味というのは非常に大きかったと思いま

す。そういう意味では、またこの２年たった段階で、どうだというのを出していただける

と、大変被災地の状況も国民の皆さんはよく理解していただけるのにいいデータになるの

ではないかなと思いました。 
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○小田切座長 重要なご意見ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 実は第４の議題であります 2015 年農林業センサスの実施計画概要について、これが今

の被災地における特別の対応も含めた、あるいは先ほど来議論しております調査項目、あ

るいはさらに言えば定義等を含めたすべての、私どもが議論していたことについての取り

まとめに当たるものになります。そういう意味では、この第４の議論に移りながら全体を

総括して議論してまいりたいと思います。 

 それでは、この資料のご説明を事務局よりお願いいたします。 

○星下農林業センサス統計第２班担当課長補佐 それでは、資料の７でございます。私の

ほうから説明をさせていただきます。今、座長のほうからございましたとおり、この資料

につきましては、これまで過去３回にわたります研究会の中で、それぞれご議論いただい

た内容を取りまとめたペーパーでございます。そういった意味では、どこかで見られた言

葉がかなり出てくるかというふうに思いますけれども、簡単にご説明をさせていただきま

す。 

 農林業センサスの役割と課題のところでございますが、基本的な役割につきましては①

から④に示しておりますところが役割としてあると認識しております。２番のところでそ

ういった役割がある農林業センサスの 2015 年センサスの課題につきましては以下に記述

させていただいているとおりでございます。 

 まず、１点目としましては、前回の 2010 年の世界農林業センサスの統計委員会の答申

の際にいただいた指摘でございます。１点目として、農林業経営体調査におけるインター

ネット申告の併用である。それから、２点目として、会社、あるいは組織形態の違いを考

慮した調査票の設計。それと３点目として国勢調査の調査区情報等の活用。以上３点を指

摘いただいております。 

 ２点目としまして、行政事業レビューにおける指摘ということで、ＯＣＲ調査票の導入

を含めたコスト削減への対応を求められております。 

 ３点目の新たな政策ニーズへの対応でございますけれども、経営体調査、地域調査、そ

れぞれ経営体情報のほうでは、経営の多角化、農山村における女性の活躍。あるいは林業

の集約化等の政策ニーズへの対応。地域調査におきましては、地域の活性化の状況や再生

可能エネルギー等の政策ニーズへの対応ということがございます。 

 ４点目としまして、調査環境の変化への対応ということで、調査対象者の高齢化あるい
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は個人情報保護意識の高まりへの対応。それから、調査員確保の困難性への対応という課

題がございます。 

 次のページに移っていただきまして、それらの課題を踏まえた主要な改善点を以下に記

載させていただいております。 

 １点目として、調査スケジュールの見直しでございますけれども、震災からの復旧・復

興、それから平成 26 年度、大規模周期調査が輻輳しております。そういった状況を踏ま

えまして、前回 2010 年のセンサスと比較しまして、計画をおおむね半年ほど前倒しして、

一連の準備、あるいは実査に必要な期間を十分確保したいと考えております。 

 そのうち農林業経営体調査につきましては、豪雪地帯など冬の時期には調査が困難な地

域における調査員の安全確保に向けて従来よりも調査票の配付を前倒して行うということ

が可能となるよう調査時期の前に広げるというふうに考えております。 

 農山村地域調査につきましては、これはまた逆で、実査時期を経営体調査の終了後であ

る 2015 年４月から６月に変更したい。これは、農林業経営体調査と競合を避けることに

よって、農林業あるいは地域に精通した調査員を確保するということを目的に、時期をず

らしたいというふうに考えております。 

 大きな２点目としまして、調査方法の見直しでございます。１点目として、記帳補助の

導入ということで、調査対象者は高齢化しているということで、調査の段階では一部で聞

き取り、あるいは代筆をせざるを得ない状況となっていることから基本的には自計報告で

ございますけれども、状況に応じて調査員が記帳者の回答を補助することを可能とする。

というふうにしたいと思っております。 

 それから、オンライン報告の試験的導入でございますけれども、個人情報保護意識の高

まり、あるいは調査対象者の利便性向上に向けて、地域や対象を限定し、オンラインによ

る報告を試験的に導入したいと考えております。 

 具体的には、組織経営体のうち会社法人を現在のところ想定しております。そのところ

で課題を把握するとともに、全体的には、資料ちょっと戻っていただかないといけないん

ですが、経営体調査票の資料４－２の一番後ろなんですけれども、ご協力ありがとうござ

いました。というところが一番最後に書いてありますけれども、ここを活用して、2015

年は取り組めないんだけれども、2020 年、インターネットを利用した回答ができる場合

希望しますかどうですかというアンケートの項目を１つ入れたいということで、全体的な

意向の把握はここで行いたいと考えております。 
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 ３点目としまして、調査項目の見直しでございますけれども、まさにここに書いてあり

ますとおり農産物の生産状況を詳細に把握したいと考えております。 

 ３ページに行きまして、新たな農林行政への対応も的確に対応していく。 

 それから、農業構造の的確な把握。ご説明しておりますとおり組織への進展に伴う家族

経営と組織経営による農業構造の重層化が今後も進展するということを見据えまして、組

織経営に参加する家族経営に対して、記入方法の適切な説明を行い、農業構造の的確な把

握に努めたいと考えております。 

 調査対象者の負担軽減という意味で、前回まで１世帯複数経営の場合については、それ

ぞれ別個に調査票を記入していただいておりましたけれども、世帯で１枚に記入できるよ

うに変更したいと考えております。 

 それから、農山村地域調査につきましては、新たなニーズに対応する形で項目を追加し

たいと考えております。 

 ４点目としまして、行政記録情報等のさらなる活用ということで、経営体調査につきま

しては、客体候補名簿の作成に向けて行政記録情報の活用、あるいは事業所母集団データ

ベースを活用しまして、農水省段階で名簿の整備を充実するとともに、都道府県、あるい

は市町村段階におきましても農林行政主管課がお持ちの情報を活用していただくように、

協力を要請していきたいと考えております。 

 農山村地域調査におきましても、従来から行政資料で把握できる項目につきましては、

把握するようにしておりますけれども、引き続きその方向で進めるとともに、以前の過去

のセンサス結果等から接続できる項目については接続させて情報の充実化に努めていきた

いと考えおります。 

 ４ページ目でございます。結果の公表・統計の高度利用に向けた見直しということで、

公表に関しましては、ここに書いておりますとおり、経営体調査につきましては、農業と

林業を一元的に把握する調査ということで、その結果の公表を行うとともに、新たに追加

した経営の多角化、あるいは女性の経営参画、森林経営の受委託を通じた施業の集約化な

ど、新たな農林業の動向を的確に公表していきたいと考えております。 

 農山村地域調査におきましては、集計項目に農家戸数別を追加するとともに、ｅ－Ｓｔ

ａｔ、地図で見る統計、統計ＧＩＳと書いておりますけれども、地図で見る統計に経営体

調査の集落別集計、あるいは地域調査の結果を載せておりますけれども、その情報の充実

化を図っていきたいと考えております。 
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 前回、３回目の研究会でお示ししましたジオコーディングの関係でございますけれども、

国勢調査等他統計とのデータリンケージによる統計の高度利用を図るために、ジオコーデ

ィングデータの精度の向上に努めていきたいと考えております。 

 ６番目として、円滑な調査員調査に向けて、詳細な住宅地図を導入していきたいと考え

ております。 

 また、客体候補名簿に加えて、連記式の客体候補一覧表を導入したいと考えております。 

 それから、調査員確保に向けて、これまでも協力要請はしてきておりますが、引き続き

円滑な調査員調査を実施するために、農業や地域に精通した農業協同組合の職員や組合員

の方に統計調査員として携わっていただけるように、全国農業協同組合中央会等関係団体

に対して要請を行っていきたいと考えております。 

 ７点目としまして、調査の効率化に向けた見直しでございますけれども、ＯＣＲ対応調

査票の導入につきましては、先ほど矢口のほうからご説明したとおり、都道府県における

パンチ入力に関する契約業務の労力負担軽減、あるいはそのために経営体調査についてＯ

ＣＲ対応調査票を導入していきたいというふうに考えております。 

 ２つ目としまして、今後に向けた課題ということで、2015 年以降、次回 2020 年からの

調査を見据えたさらなる効率化ということで、農林業経営体調査の客体候補名簿の整備に

関して、郵送方式を導入し、調査員の稼働を抑制するというような部分的な郵送方式の導

入について、今後の課題として引き続き検討してまいりたいと思っております。 

 ８番の震災地域への対応につきましては、先ほど申し上げたとおりでございます。最後

に、2015 年農林業センサスに向けた広報戦略ということで、前回第３回目の研究会にお

きまして、電通の小西部長からお話をいただいたとおり、みずからのためになる統計調査

という意識を持っていただけるような広報に努めていきたいと。さらには、調査対象に確

実に届くような広報に努めていきたいということで、そういった積極的な協力を得る広報

に心がけていきたいというふうに考えております。以上です。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。お聞きのように今までの議論の総復習で

ございます。先ほど申し上げましたように、調査項目なども含めて、梅本委員からは復活

折衝という言葉もありましたので、それも含めて議論していただきたいと思います。ただ

この中で、今まで全く議論していなかったことが幾つかあります。例えば調査スケジュー

ルの見直しなどというのはそれに当たりますでしょうか。記帳補助の導入という、ここも

また議論していなかったことでございます。まずこういうところ、全く今まで議論してい
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なかった項目が幾つかありますが、それをめぐって何かありましたら、先にお出しいただ

いたほうがよろしいかと思います。 

 それでは、それにこだわらず、全般的に皆様方からご意見をいただきたいと思います。

私のほうから、念のために確認させていただきますが、２ページ目の上のほうですけれど

も、平成 26 年度における大規模周期調査等とありますが、これは一体いかなるものでし

ょうか。ご説明いただきましたか。 

○矢野センサス統計室長 これは、センサスという名前は農水省のセンサスだけだったわ

けですが、経済センサスという新たなセンサスが出ておりまして、これの次のシリーズの

いわゆる基礎調査、これは基礎調査をやって、それを母集団にして活動調査というのをや

るんですけれども、その基礎調査がこの年度にはぶつかっております。この経済センサス、

いわゆる商業統計がセットというのか、取り込まれているということでしょうか。これが

１つです。それから、工業統計もございますし、さらに全国消費実態調査というものもご

ざいます。そこに我が農林業センサスが入ってきますので、４つの４重団子のような形に

なるということでございます。 

○小田切座長 そういう中で、センサスのスケジュールの見直しをしていただくというこ

とだろうと思います。 

 田中委員、いかがでしょうか。 

○田中委員 スケジュールの問題でございますけれども、半年ほど前倒ししてという部分

がございました。これは具体的には調査区設定などということでございますよね。確認で

ございますが、例えば、客体候補名簿づくりに関しましては、スケジュールは何か対応が

ございますか。時間的な猶予といいますか、そこら辺の計画はいかがでしょうか。 

○小田切座長 これは矢口班長からお願いしてよろしいでしょうか。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 名簿の関係、まず今年度の段階で農水省

の組織の中でやっていきたいと考えておりますけれども、今年度ですね。25 年度です。

25 年度の段階で農水省組織でまず名簿の整備をやっていきまして、その実査年度のとこ

ろで実際に自治体の方には名簿の整備を行っていただきたいということで、そのスケジュ

ールにつきまして、年次計画票を付表の３というので、済みません、先ほどちょっと説明

はしなかったところですけれども、今の資料７の付表の３のところ、26 年度、実査年度

の５月から７月のところで名簿の作成ということで行っていただきたいと考えているとこ

ろでございます。 
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○小田切座長 田中委員、よろしいでしょうか。 

○田中委員 これは、25 年度中に農水省さんのほうで客体候補名簿の整備をなさるけれ

ども、把握できない分を再度市町村で、行政資料などを確認しながら作成するということ

でよろしいですか。まだこの段階では現地には行かないということでよろしいですか。あ

りがとうございます。 

○小田切座長 ありがとうございました。いかがでしょうか。 

 佐藤委員、お願いします。 

○佐藤委員 ３点、お願いというか議論したいと思います。１点目は、１ページ目の新た

な施策ニーズへの対応というところです。地域調査のほうで、先ほどご説明ありましたよ

うに再生可能エネルギー等の政策ニーズということで、強調を何点かされているんですけ

れども、なくなる可能性もある中で、私は今回の集落調査で１つ注目したいと思っている

のは、地域資源の管理において、多様な主体の連携のあり方ということが都市住民である

とか、ＮＰＯとか学校、企業と連携しているというのが加わった点です。そういった地域

独自の活性化プラス多様な連携による地域資源の管理のあり方みたいなことも新しさとし

て指摘したほうがいいのではないかというふうに思いました。それが１点目です。 

 それと２点目が３ページ目の行政記録情報等のさらなる活用のところなんですけれども、

林業において、この間森林計画制度が大幅に変わっていって、その変更の中で林業経営体

として把握される数が 2010 年の 14 万経営体から著しく減るのではないかと非常に危惧し

ております。 

 ですので、この中にできたら林業経営計画の策定情報というのを付け加えて、林業のほ

うでもきちんと経営体調査が漏れがないようにできるような配慮の文書をいただければと

思います。具体的には属人計画で 100 ヘクタール以上になっていますが、属地計画で共同

で民間事業体や森林組合と林業が共同で計画を立てる場合にも、その所有者のほうにもき

ちんと調査票が行くようにということで、ぜひ把握して、ここでその情報を活用してきち

んと調査票が行くようにという、そうしないと 100 ヘクタール以上だけしか見えなくなる

という可能性が強いので、ぜひこの点、よろしくお願いします。 

 それと４ページ目の調査員の確保についてなんですけれども、精通者のところで、農協

職員を非常に強調されているんですけれども、大型合併が進んだ農協などでは、地域がほ

とんど見えなくなっているような、そういった組合もあります。こういうふうに記載する

とＪＡに任せてしまえというようになりそうな気がするので、もう少し本当にその地域に
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精通した人たち、例えば行政の区長さんであるとか、老人組合の集落の取りまとめの方だ

とか、そういった方を事例に挙げていたほうがいいと思います。この書き方だとＪＡにお

任せということになって、見えないところが出てくるのではないかなと危惧しております

ので、よろしくお願いします。以上です。 

○小田切座長 積極的なご意見ありがとうございました。１点目についてはまさにそのと

おりだろうと思いますので、そのような農山村地域調査の新しい項目をもう少し宣伝する

ような形で書きぶりを書き換えていただきたいと思います。 

 それから、２点目の森林林業再生プランをめぐるさまざまな議論があるところですので、

これもおっしゃるとおりだろうと思いますので、ご活用をお願いします。 

 そして、３番目の書きぶりはいかがでしょうか。ここだけお答えいただければと思いま

すが。 

○矢野センサス統計室長 ご指摘のとおりでございまして、ちょっとここでは個別名称を

出しすぎかもしれませんね。気持ちとしては、農林業関係団体の方々にお願いをしていく

という趣旨でございますので、ちょっとそこは修文をしたいと思います。 

 例えば、農業の世界で見ても、いろいろな団体がございまして、ＪＡさんだけではなく

て、土地改良区であるとか、農業委員会であるとか、あるいは共済組合であるとか、いろ

いろなところがございまして、まさに佐藤委員からのご指摘がありましたように、現場に

精通している方がおられるところに要請していくという趣旨でございます。 

○小田切座長 それでは、修文をお願いしたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 田中委員、お願いいたします。 

○田中委員 申し訳ございません、佐藤委員のご提案に真っ向から反対するような感想を

実は現場では持っております。現実的な問題といたしまして、この農林業センサスは非常

に専門性が高いということで、例えば熊本市の場合には、農区長さんのほうに５年に１度

だけ調査員さんになっていただいております。しかし、農業従事者の方は、農業のベテラ

ンですけれども、調査員さんとしては素人でいらっしゃいますので、調査現場は混乱して

しまうことが非常に多いということがございます。 

 なぜ、この農林業センサスは農業に詳しい方が調査員をしなければいけないのかという

疑問がございます。ほとんどの自治体には統計調査員制度がありますので、登録調査員さ

んがおられます。自ら手を挙げて調査員になられていますし、調査のベテランでいらっし
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ゃいます。その方々を、農林業センサスのときにもお願いしたいのですけれども、ネック

となるのは、恐らくこの客体候補を把握する段階で専門性が求められるということかと思

います。先ほどの名簿の表ですけれども、これを１つ１つ聞いていく、それも２カ月の任

期の間に、１つ１つ客体候補かどうかを確認して、候補だということがわかれば調査票を

配って、さらに回収まで行うということになりますと、いろいろなトラブルもあります。 

 調査票の内容を見てみますと、どちらかといいますと、これは農業に詳しくない方でも

調査票だけであれば、わかるのではないかなと思いました。したがって、この客体候補名

簿づくりのときには、農業に詳しい方がいいかと思いますけれども、調査票自体を配布し

て回収する段階ではベテランの登録調査員さんにお願いしたいなと思っております。 

 調査内容の項目に関する問い合わせは、2010 年センサスから始められたコールセンタ

ーの充実が一番いいのではないかと思います。例えば、2010 年の問題として、全国から

の問い合わせで、コールセンターがパンクするという状態もあったかと思います。この部

分をブロックごとに束ねるコールセンターができて、調査内容に関するお問い合わせに対

応、もし経費的に可能であればフリーダイヤルであれは、客体の方もお電話で尋ねやすい

のではないかというふうに感じている次第です。以上です。 

○小田切座長 どうもありがとうございます。一方では、高い専門性が必要とされると同

時に、地域内で実施するという意味で、地域性といいましょうか、その両者が必要とされ

るという、その点を踏まえた修文を田中委員から出た意見どおりにお願いできればと思い

ますが、いかがでしょうか。 

○矢野センサス統計室長 今、ご指摘いただいた点、非常に重要な点だと考えております。

例えば、同じセンサスでも漁業センサスのほうの状況を申し上げますと、名簿整理は事実

上漁協の方でないとできませんので、漁協の方に客体把握調査員のほうをお願いして、名

簿を整理し、実査の段階は必ずしも漁協の方ではなくて、一般の調査員の方にお願いして

いるというふうな実態がございます。 

 ですから、ここはこの５ページの７の（２）とも関連するんですけれども、いわゆるそ

の名簿整理の部分をいろいろな方法があろうかと思いますので、今の田中委員からのご指

摘のような方向も我々今後模索していきたいと考えております。それが１点です。 

 それから、コールセンターにつきまして、これもご指摘いただきまして非常に重要な内

容でございますので、席数を増やすとか、フリーダイヤルの点は経費との関係もあり、ど

こまで対応できるかということがございますけれども、可能な限りの丁寧な対応をしてい
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くとしたいと思います。 

○小田切座長 田中委員、よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。梅本委員、お願いいたします。 

○梅本委員 一番最後の３の 2015 年センサスに向けた広報戦略ですけれども、これはも

ちろんここのお書きになっていることは全くそのとおりで、いわゆる自分ごと化して、つ

けていただくように広報するということですけれども、同時にやはり国民に対してもこの

センサスの意味というのはやはりお知らせしていく必要があるのではないかなと思います。

農業就業人口の平均年齢が 67.5 歳という、やはり国民にとっても非常にインパクトのあ

る事実だろうと思います。それはやはり農業者だけのことではなくて、国民全体にとって

も非常に重要な調査だという、そういう広報をされることがひいては農業者の方にとって

も自分の問題だけではなくて、という意識を持ってもらえるのかなと思って、そういう項

目も追加していただいてはどうかなと思いました。 

○小田切座長 ありがとうございます。ここのところは、前回の小西部長のプレゼンテー

ションのインパクトが強すぎて、こういう書きぶりになっているようですが、今、おっし

ゃったとおりだろうと思いますので、いかがでしょうか。 

○矢野センサス統計室長 そういう趣旨も踏まえて、少し修文したいと思います。 

○小田切座長 ほかにいかがでしょうか。 

 吉田委員、お願いいたします。 

○吉田委員 梅本委員の今の意見に全く賛成といいますか、私もここのところは、これが

どういうふうな意味があるというのを知らせる１番は調査の結果はこういうふうに利用で

きるんだと。だとしたら、今まで調査していた内容をこう使うとこういうふうに地域の中

の農業の姿が見えてきている。あるいは国民にというんだったら全国、あるいは地域ごと

に特徴のあるもの、そういう誰にもわかりやすい本センサスの結果を利用して、いいデー

タがあるんだということを見せていただけたらなと思っています。 

 これは、前回お願いしたことの繰り返しになりますけれども、それに合わせてもっと複

雑な組み合わせによるこういうことも見えてくるんだという、この結果表の案が出てきて

いますけれども、こういうことを我々自治体の農業をやっている職員でもなかなかここま

で知っている人間はおりませんので、そういうことの使い方の研修、あるいは普通だとな

かなか思いつかないようなこういう見え方ができるんだというようなことをインパクトを

もって出していただけるとありがたいと思っております。 
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○小田切座長 ありがとうございました。最後に言っていただいた点は、センサス結果の

利活用の拡充強化ということで、次の議題でも議論させていただきたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。安藤委員、お願いします。 

○安藤委員 先ほどの資料５－２の農山村地域調査票で、再生可能エネルギーの項目がな

くなるという話がありましたけれども、大した質問ではないんですが、空いたスペースに

何を入れるのかなと思って。５年に１回の重要な全国データ収集なので、何か聞けるもの

があったら入れたいなというのが、非常に研究者からすると、本当にものすごいコストを

かけて、重要な手法なので、何か腹案、小田切座長のほうで何か考えがあれば教えていた

だければと、それだけなんですけれども、どうでしょうか。特に、まだないでしょうか。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 現時点でこの項目がどうなるかというの

は未確定な状況でございますので、その辺の状況を見ながらというふうにさせていただけ

ればと思うんですが。 

○小田切座長 まさにそういうことですので、結論をともかく急いでいただくということ

です。省内での調整をともかく急いでいただくという、そのことをお願いしてみたいと思

います。ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、この 2015 年農林業センサス実施計画概要でございますが、今日の議論で２

つの点の積み残しがあります。１つは、経営体調査にかかわって、飼料用米、ホールクロ

ップサイレージ等、稲作の多様化にかかわって、この調査項目をどのようにするのかとい

う議論、さまざまな意見をいただきまして、最終案まとまっておりません。その点が第１

点目でございます。 

 それから、２点目は、農山村地域調査の市区町村調査票にかかわる再生エネルギー、先

ほど来議論になっているところでございますが、省内調整がまだ終わっておりませんので、

いささか流動的でございます。この２点については、扱いを座長の私に一任していただく

ということで、それを踏まえて、この 2015 年農林業センサス実施計画概要について、こ

の場でお認めいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

(「異議なし」という声あり) 

○小田切座長 それでは、そのようにさせていただきたいと思います。 

 どのような結果になったかということにつきましては、当然皆様方に事務局からお知ら

せしたいと思います。 

 それでは、最後になりますが、第５の議題でありますセンサス結果の利活用の拡充・強
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化について、これは室長からお願いいたします。 

○矢野センサス統計室長 先ほどの資料７の中でも今後の取り組みが大事だということが

出ておりますけれども、それをちょっと補足するような形になります。資料８－１と８－

２がございます。この８－１のほうが、ある意味で言えば、これまでこんなことをやって

いますよという事例。そして、その８－２は今後に向けて、こういう取り組みをやってお

りますよというそういう内容でございます。 

 まず、資料８－１でございますけれども、先般の佐藤委員からのご質問があったときに

私のほうから集落畑とありますよとお答えしたものをちょっとわかりやすく図にしてみま

した。 

 これは、過去のセンサスの結果が連綿と経営体調査の結果を集落単位で集計し、そして

農山村地域調査のほうもそれにあわせて整理しております。さらにこの右の箱の下のとこ

ろにありますけれども、分析指標といったものを盛り込んで、これはたしか３枚で１枚、

１つになっているものだったと思いますけれども、これがあると、これは全国 14 万の農

業集落のいずれについてもおおむね大体過去の動き、現状、こういったものが見える。こ

ういうものでございます。 

 現実に、例えば地方自治体の方々、市区町村の方々は諸々の事業計画を立てるときなど

に、これまで非常に重宝して使っていらっしゃるというふうに私は聞いております。2000

年まではこれは農水省自体でつくっていたんですけれども、2005 年からは財団法人農林

統計協会のほうで編集して販売もしているというふうな状況でございます。これがこれま

での、あるいは１つのサンプルでございます。 

 それから、資料８－２でございますけれども、今後のより一層の高度利用に向けて、ど

ういうことを考えているのかということでございまして、これは今回 2015 年、さらにま

た５年後には 2020 年の設計をしていかなければならない。その間をつなぐ、あるいはそ

の間の準備をしていくということで、例えばパネルデータに基づく構造動態調査の充実、

これはどういうふうに変化していったのかということはダイナミックにわかるような、こ

れは現在の統計表としては、第８巻ということで整理をしておるところなんですが、それ

をもっとフレキシブルにできるようにしていく必要があるだろうということ。 

 それから、ジオコーディングということでご紹介しましたけれども、精度を高めていけ

ば、ほかの国勢調査であるとか、そういったものとのリンケージということもより容易に

できるようになるであろうと。 
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 それから、匿名標本データにつきましては、これは現在も国勢調査について統計委員会

の中で議論されておりますけれども、それに続いてこの農林業センサスについてもそこに

顔を出していくということを考えております。 

 前回の第３回でもご紹介しましたけれども、京都大学のデジタルアーカイブ講座という

のがございまして、ここでの二次利用であるとか、データリンケージ、こういったものを

実証分析手法に関する研究をやっております。こういったものを意欲的に進めております

ので、本日をもって 2015 年センサスの実施計画の検討については、一区切りということ

だけでございますけれども、今後、こういう農林水産デジタルアーカイブ講座であるとか、

ジオコーディング、匿名データ、こういったものの取り組み状況につきましては、場合に

よっては担当が各委員のところを訪問させていただいて、進捗状況などをご報告して、ご

意見をいただくということもあろうかと思いますので、その節にはよろしくお願いしたい

と思います。ご説明は以上でございます。 

○小田切座長 今の室長からのご説明、ご質問等はございますでしょうか。 

 最後のほうには皆様方の委員の任期が切れた後もよろしくお願いしますという、そうい

うお言葉がこっそり入っておりましたが。ご質問等はいかがでしょうか。 

 梅本委員、お願いします。 

○梅本委員 質問ではなくて、先ほども申し上げましたけれども、やはりセンサスという

のは国民にとっても非常に重要な価値のあるデータだと思います。それをやはり集めるだ

けではなくて、使ってそこから見えることをいかに豊富に社会に戻していくかというのは

非常に重要ですので、ぜひこういった取り組みは強化していただければと思います。 

 我々研究機関の立場から言うと、研究者は非常に問題意識をもっていろいろな解析をし

ますので、できるだけいろいろなデータを使うのにまたご相談申し上げたいと思うんです

けれども、ある意味うまく研究者も使っていただいて、そしていいデータを戻していける

ような、そういう取り組みをしていったらいいのではないかなと思っております。 

○小田切座長 ありがとうございました。 

 大山委員、お願いいたします。 

○大山委員 もう何かこのセンサスの意義みたいな、締めのムードが出てきていますので、

私も、報道機関から唯一この研究会に参加させていただいている者として、ちょっと生意

気なことを言うかもしれません。先ほど座長と安藤委員の間でも、主に２つちょっと言わ

せていただきたいんですけれども、やはり東日本大震災を受けて、この最終的にプレス発
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表、農政クラブか何か、2015 年の３月ですか、わかりませんが、やるときには、Ａ４版

１枚でもいいので、今回、被災地ではこういう結果が出て、この統計の読み方はこうだと

か、そういうことは特別バージョン別紙１みたいな形で、わかる形でぜひプレスにも強烈

にアピールする形をされたほうがいいと思います。 

 我々報道機関、毎年これから３月 11 日はこういう言葉はいけないんですけれども、記

念日報道的にその前後１カ月は集中的にいろいろな報道をしますし、さらに調査報道なん

かもします。ですから、そういうところにも発表の時期にもよりますけれども載ってくる

ような形を、先ほど梅本委員や吉田委員もおっしゃったように、活用の部分、国民周知の

媒介になるのは私どもなので、ぜひお願いできればと思います。 

 それから、あとやはり被災地はよく言われていますけれども、ちょっと技術的なことは

わかりませんけれども、やはり平均潮位がここのところのこの土地でここまで田んぼがや

られたとかというのは、国土交通省が発表されるか、近い将来何年間に南海トラフの複合

地震が来ると言ったら、もう日本の太平洋側はもうもう一回東海地域から関東から九州ぐ

らいまですごいことになりかねないということも推定もあるわけですから、そういうとこ

ろにも沿岸部の被災地、これはジオコーディングで上から場所を撮ったりとかするような

新しい仕組みもあると思うので、そういうのもぜひということと、２つ目は理屈っぽくな

ってあれですけど、奇しくも本日は行政の最高責任者の総理大臣がこの会議をやっている

間にＴＰＰの交渉に参加するということを表明されました。 

 農水産物の算出額の試算なんかも３兆円減るというようなことも合わせて出ているよう

でございます。そういう議論をここの実務の中で私が言うのはちょっとそぐわないかもし

れませんけれども、恐らく国民の関心はこれから、ＴＰＰの交渉が 10 年だとすると、も

っと農産物へ高まると思いますので、そのときにも前回の議論でちょっと生意気に申しま

したけれども、やはり研究者の方もそれから自治体や都道府県の行政の方もそれから国民

の人たちもこの農林業センサスがなければ困るとか、農林業センサスじゃなきゃ困るとい

うのが、本当にみんながなるほどと思うような、現下の情勢や推移も合わせて、2015 年

の結果の出口というのは、ちょっと想像つきませんけれども、非常に大きなものになるの

ではないかと思いますので、ぜひ効果的な広報もあわせて出口のところではぜひお願いし

たいなと思います。すみません、ちょっと長々と生意気なことを。 

○小田切座長 本当にありがとうございます。大山委員に委員として加わっていただいた

ことに感謝しております。 
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 それでは、佐藤委員。 

○佐藤委員 締めの言葉をいただいたように思いますけれども、１点だけ。私はあまり計

量経済学的なことはしないのですが、友人の研究者からの要望として強いものとして、個

人情報は別にして、個票データを公表していただけないかということを要望している人た

ちが多いです。 

 これとこれを組み合わせたら、どういうことが言えるのだろうというのをやりたいと思

いつつ、やはりワンクッションあります。パーソナルコンピューターもかなり高スペック

になってきていますので、個票データというものの開示もひとつご検討いただければと思

います。以上です。 

○小田切座長 今のことに合わせて、匿名標本データついてもう一度ご説明を簡単にして

いただくとありがたいと思います。 

○矢野センサス統計室長 匿名データなんですけれども、現在、国勢調査では進んでいる

のはたしか１％抽出にしまして、個人情報がわかるようなものをすべて取っ払い、しかも

これは単純に個人情報的なものを取っ払うだけではなくて、幾つかの手法でひずまないよ

うな処理をしながら、そして完成したものは誰でも使える、まさに個票データはですね。

そんなものをイメージしているようです。 

 ですから、農林業センサスの前にどれだけの抽出率になるのかということは今後また決

めていくものなんですけれども、ある意味、これをオープンにできれば、まさに個票とし

て使っていただける。そういうふうになります。その場合に、我々が現時点で考えている

のは、2005 年と 2010 年セットで提供すれば、動態の分析というのもできるのではないか

なと、こういうふうに考えております。 

○小田切座長 佐藤委員、ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。お約束した時間を大分過ぎておりますが。 

 まず、田中委員、吉田委員の順番で。 

○田中委員 利活用ということで、先ほど吉田委員もおっしゃられたこと、第３回研究会

のときにも申し上げている件ではございますけれども、こういった結果データについて、

やはり客体に身近な基礎自治体のデータは詳しいものが欲しいというふうに思います。申

請して１カ月後ぐらいにデータをいただき、それを各自治体で加工していくんですが、加

工する能力の問題もあって、あまり皆さんに興味を持っていただけるような報告書になっ

ていないというお話は、前回もしました。農林業センサスに協力してくださった方々は、
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やはり統計に関しては素人さんですので、本当にわかりやすい、マンガでもいいんですが、

そういったレベルまで持っていくことによって、次回センサス時の協力、対応も異なって

くるだろうと思います。 

 先ほどのジオコーディングで、他の統計とのリンクも図れるようになると思いますので、

農林業センサスの結果だけでは、なかなか深められない部分もそのほかの統計などとあわ

せて分析することで、その自治体の特徴というのが出てくるでしょうし、基礎自治体の政

策にも反映されるものが見えてくるだろうと思います。そういったところまで加工してい

かないと、客体の方たちには恩恵というのは感じられないのではないかなと思います。ぜ

ひとも、そこら辺のデータ結果の返し方あたりも、各自治体で温度差があると思いますの

で、押しつけがましくデータを送っていただいてもいいのかなと思っております。こうい

った分析をすればおもしろいですよというご提案を逆にいただくと、お尻を叩かれたよう

な気がして、分かりやすい統計になるのではないかなという気がいたしますので、どうか

ご教示をよろしくお願いいたします。 

○小田切座長 積極的な提案をありがとうございました。 

 吉田委員、お願いいたします。 

○吉田委員 私も今の田中委員がおっしゃっていただいたとおりなんで、そこの部分はそ

ういうことにして、結果の公表のときに、全体に例えばかなり高齢化が進んでいる、数が

少なくなっているとか、どっちかと言うとネガティブな情報が農業に関しては流れていて、

いろいろな意味であえてそうしているところもあるのかもしれませんけれども、それは冗

談にしても、元気があるんだというところもぜひ意識して出していただきたいなと思って

おります。 

 例えば、販売農家を全部押しなべて先ほどの 30 アール、50 万以上で就農者の平均年齢

を出せば、先がないみたいですけれども、会社組織にしているようなところを見てみると、

かなり元気があるんじゃないかと。実は、その数少ない会社組織のところがそこそこの割

合を算出額で担っているんじゃないか。そういったようなところを一般の国民の方に苦し

い面とだけど実は芽が出てきていて、ここのところはかなり可能性があるんだという面と

両方がちゃんとわかるようにお伝え願えたら、それがこのセンサスだったら、バックのあ

る数字として出すのではないかなと思うので、ぜひお願いしたいと思います。 

○小田切座長 第２回だったでしょうか。大山委員が新しいうねりを描き出すようなセン

サスの公表ということをおっしゃっていたと思います。まさにそのことを今再び言ってい
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ただいたような気がします。 

 さて、ほかにいかがでしょうか。  

 それでは、以上をもちまして、今日の議論を終えたいと思います。一応、この会議で

2015 年農林業センサスの検討が締めくくりとなりますので、私座長のほうから一言お礼

を申し上げてみたいと思います。 

 私たち、農林業センサス研究会、アドホックメンバー４名も含めてでございますが、座

長として申し上げるのは、失礼かもしれませんが、大変大きな仕事をしたと思っておりま

す。１つは、今回のセンサスは言ってみれば、マイナーチェンジだということもございま

して、これは過去を振り返ってみれば、2005 年のときに経営体の導入、あるいは６調査

の一本化。2010 年のときには調査項目の大幅削減という、いわば過去２回のセンサスが

言葉は適当ではありませんが、乱世でありました。それと比べれば、平時ということで、

そんなこともあって、未来に向けたセンサスの議論をすることができたというふうに思い

ます。 

 それから、２点目でございますが、とは言うものの実は調査票ベースで見れば、今回の

検討によりかなりの修正といいましょうか、新しい項目等の工夫が行われております。例

えば、経営体調査票について言えば、ＯＣＲの導入、それと野菜の作付面積の復活、それ

から調査客体の候補者名簿上で集落営農に関する調査との連結の可能性を図る。そんなこ

とが行われたというふうに思います。 

 あるいは農山村地域調査で言えば、先ほど、佐藤委員からもありましたように、集落連

携や外部の主体との連携、これが初めて調査されるようなことになっておりますし、再生

エネルギーの施設についての調査も行われるということになっております。その点で、マ

イナーチェンジといえども、かなり新しい項目、あるいは必要な項目、それの議論が十分

にできたんだろうと思います。 

 しかし、残された課題もあると思います。今回の 2015 年センサスでは十分に反映でき

なかった、検討できなかった論点の第１として、やはり何と言っても経営体が多様化して

きている。これは多角化という意味での多様化だけではなく、何といいましょうか、先ほ

ど枝番管理型の集落営農という議論がありましたが、いわば経営体がスケルトン化すると

いいましょうか、そういう方向での多様化も起こっております。こういった多様化を把握

するような手法の検討は必ずしも十分ではないというふうに思います。調査の仕組みを抜

本的に考え直すような時期に来ているのかもしれません。 
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 そして、２点目は、前回、アドホックメンバーの小西委員から議論がありましたセンサ

スの広報のあり方についてでございます。今回の方向性については一応の導入といいまし

ょうか、検討が行われたわけですが、例えば調査票ベースではどのような工夫が必要なの

かということについては、十分な議論が至らなかったというふうに思います。これは恐ら

く 2020 年センサス、あるいはそれ以降のセンサスに申し送り事項として残されたと考え

ております。 

 こういった残された論点はありますが、先ほど申し上げたように、大きな仕事をさせて

いただいたと思います。この研究会の冒頭でセンサスの実施環境は大変厳しいものがある。

しかし、一方大山委員が先ほど強調していただきましたように、センサスの必要性、これ

についてはますます重要になってきています。当然ＴＰＰに関する議論、あるいは東日本

大震災に対する対応、こういった中で、センサスの必要性がますます高まっている。つま

り困難性とこの必要性の橋渡しをするのが私たちこの研究会だということ。そんな挨拶を

させていただいたと思います。その橋渡しが十分にできたかどうかは、わからないところ

ですが、しかしその橋渡しの努力は精一杯させていただいたのではないか。そんなふうに

考えております。 

 長くなりましたが、私の挨拶とさせていただきたいと思います。どうも皆さん、ありが

とうございました。 

○今野統計調整官 ４回にわたる研究会でのご議論大変ありがとうございました。最後に

事務局を代表いたしまして、神山管理課長からご挨拶を申し上げます。 

○神山管理課長 統計部管理課長の神山でございます。本来であれば、部長の齊藤よりご

挨拶を申し上げるところでございますが、先ほどお話がございましたように、ＴＰＰ交渉

参加という情勢を受けて、会議等が立て込んでございまして、中座させていただいたこと

をまずもってご容赦いただきたいと存じます。 

 委員の皆様方におかれましては、大変お忙しい中、４回にわたる研究会にご出席いただ

きましてまことにありがとうございました。 

 委員の皆様方からは利用者、実施者、国民視点などさまざまな観点から専門家として貴

重なご意見、そして活発なご議論をいただきまして、また小田切座長におかれましては、

こういった多様な議論のポイントを押さえて取りまとめをいただきましたことにより、

2015 年農林業センサスの調査項目、調査手法、実施計画案につきまして、取りまとめる

ことができたことにつきまして心より感謝申し上げたいと存じます。いただいたご意見を
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十分に念頭に置き反映させながら、2015 年農林水産業を進めてまいりたいと考えており

ます。 

 特に、この 2015 年センサスは何度かご説明申し上げましたように、東日本大震災後に

初めて実施するものでございまして、復興に向けてのベンチマークとなるという意味にお

きましても重要な調査となるものでございます。調査の実施に当たりましては、被災地域

のおかれた状況に十分配慮しながら、円滑な実施に向けて努めてまいりたいと考えており

ます。 

 また、現場では個人情報意識の高まり、あるいは調査対象の高齢化、さらに調査員の確

保等が困難になりつつあるなど、調査環境につきましては厳しさを増しておりますが、27

年度の実施に向けて引き続き皆様方のご指導、ご鞭撻を賜りますようよろしくお願い申し

上げます。 

 最後になりますが、農林業センサス結果等の利活用の拡充・強化につきましても重大な

課題でございまして、引き続き検討を進めるとともに、この検討状況につきましてご報告

させていただきたいと考えてございますので、今後ともご助言等をいただければ幸いに存

じます。 

 長時間にわたる貴重なご議論大変ありがとうございました。 

○今野センサス統計調整官 それではこれをもちまして第４回農林業センサス研究会を閉

会いたしたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

 


